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国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律

（平成１９年法律第５６号。以下「環境配慮契約法」という。）第８条第１項の規定

に基づき、平成２４年度における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締

結実績の概要を取りまとめたので、公表する。 

 

 

１．平成２４年度の経緯 

環境配慮契約法及び「国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の

削減に配慮した契約の推進に関する基本方針」（平成２２年２月５日閣議決定。

以下「基本方針」という。）に基づき、引き続き温室効果ガス等の排出の削減に

配慮した契約（以下「環境配慮契約」という。）の実施に向け努力した。 

 

２．環境配慮契約の締結状況 

  基本方針で環境配慮契約の具体的な方法が定められている①電気の調達、②自

動車の購入及び賃貸借、③船舶の調達、④省エネルギー改修事業（ＥＳＣＯ事業）、

⑤建築物の建築又は大規模な改修に係る設計業務のうち、⑤について次の６事業

で環境配慮型プロポーザル方式による建築物の設計に係る契約締結がなされた。 

 

(1) 福井大学医学部講義棟改修（建築・設備）設計業務 

(2) 福井大学総合研究棟Ⅳ－２新営（建築・設備）設計業務 

(3) 福井大学福井ﾒﾃﾞｨｶﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ新営（建築・設備）設計業務 

(4) 福井大学医学部附属病院改修（建築・設備）基本設計業務 

 

  なお、①電気の調達、②自動車の購入及び賃貸借、③船舶の調達、④省エネル

ギー改修事業（ＥＳＣＯ事業）の環境配慮契約については該当する案件がなかっ

た。 

 

３．その他の環境配慮契約に係る事項 

○ 環境省主催の環境配慮契約法に関する説明会に参加した。 

○ エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）及び地球

温暖化対策の促進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）に基づき法人内に

おいて要項を整備し、その要項に基づく地球温暖化対策推進計画により環境方針



を定め、温室効果ガス排出の削減に配慮した契約の推進を含めた環境負荷の低減

及び地球環境への配慮を継続的に行った。 

○ 環境物品の調達について、グリーン購入の徹底を図るなどした結果、特定調達

品目の調達目標値100％を達成した。 


